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千歳川流域における流域水害対策計画の策定と

流域治水の深化にむけて 
―特定都市河川指定から計画策定に至るまでの経過― 

 
札幌開発建設部 河川計画課   ○上野 順基 

                              仲条 元 

                               流域治水対策官 河合 崇 

 

 千歳川流域は、石狩川の高い水位の影響を長時間受けることや軟弱地盤のため堤防決壊の危

険性が高く水災害に脆弱な特徴がある。そのため、流域全体のあらゆる関係者が協働して水害

を軽減させる治水対策｢流域治水｣へ転換することが必要である。また、気候変動も踏まえた流

域治水の実効性を向上させることが急務である。 
本論では、流域治水を深化させる流域水害対策計画の作成までの経過と今後の流域治水の展

開について報告する。 
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1.  はじめに 

近年の気候変動の影響による降雨量の増大等に対し、

ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、

上流・下流や本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域

自治体、企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り

組む「流域治水」の実効性を高める法的枠組みとして、

令和3年11月に特定都市河川浸水被害対策法等の一部を

改正する法律（流域治水関連法）が施行され、千歳川流

域は北海道で初の「特定都市河川」及び「特定都市河川

流域」に指定された。 
本論では、千歳川における「特定都市河川」及び「特

定都市河川流域」の指定から流域水害対策計画策定まで

の経過と、今後の展開について報告する。 
 

2.  千歳川流域の特徴と課題 

 千歳川流域は、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、

南幌町、長沼町の4市2町からなっており、人口は約37万
人に達し、この約60年間で2倍以上に増加するほか、新

千歳空港を中心とする臨空型工業地帯の拡大等により発

展が著しい地域である。令和5年に北広島市においてボ

ールパークが開業し、流域内に限らず北海道内へその効

果を波及させており、北海道全体の発展に寄与している。

また、千歳市において次世代半導体製造工場の建設が進

められるなど日本の産業の国際競争力、国際的な発言力、

影響力等の観点からも、北海道の中核をなす地域として、

今後も発展が見込まれる。 
千歳川流域の低平地には、農業地帯が広がっており、利

用形態でみると、昭和40年頃は水田が主体であったが、

その後の河川改修による水位低下と農地整備が相まって、

水田から畑への転換が進み、高収益畑作物の収穫が可能

となった一方で浸水による被害を受けやすい状況となっ

ている。（図-1）。 
千歳川は、洪水時に石狩川本川の高い水位の影響を受

け、昭和56年8月洪水時には洪水継続時間が石狩川で83
時間であるのに対し千歳川は170時間と約2倍となり、そ

の影響を受け、漏水、法崩れ等の堤防被害のほか、宅地

や農地等に降った雨水が河川や排水路に流れ込めずに浸

水を招くことになった。このように洪水時には、外水氾

濫、内水氾濫の危険性が高く、水災害に脆弱な特徴があ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

昭和40年頃 平成28年 

図-1  土地利用の変遷 
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3.  流域治水について 

 流域治水とは、気候変動の影響による水災害の激甚

化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備、ダムの建設・再生

などの対策をより一層加速化するとともに、集水域（雨

水が河川に流入する地域）から氾濫域（河川等の氾濫に

より浸水が想定される地域）にわたる流域に関わるあら

ゆる関係者が協働して水災害対策を行う考え方であり、

治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮し

たもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫

域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、

①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減

少させるための対策、③被害の軽減、早期復旧・復興の

ための対策を、ハード・ソフト一体で多層的に進めるも

のである。 
流域治水の実効性を高めるための法的枠組みとして、

「特定都市河川浸水被害対策法」をはじめとした9つの

法律を一体的に改正する通称「流域治水関連法」が整備

され、令和3年11月1日に全面施行された。 
平成16年に施行された「特定都市河川浸水被害対策法」

は、著しい浸水被害が発生するおそれがある都市部を流

れる河川及びその流域等について、浸水被害の防止のた

めの対策を推進する法律であるが、上記の改正により、

従来の市街化が発展する都市河川に加え、「接続する河

川からのバックウォーターや接続する河川への排水制限

が想定される河川」、「狭窄部、景勝地の保護等のため

河道整備が困難又は海面潮位等の影響により排水が困難

な河川」の２つの要件を追加し、対象を全国の河川に拡

大した。 
 
4.  特定都市河川の指定から流域水害対策計画の作

成に至る経過 
 
(1)   特定都市河川の指定 
 千歳川流域では、石狩川からのバックウォーターの影

響により河川水位の低下が難しく、水害が発生しやすい

特性を有しており、内水氾濫等の浸水被害も頻発してい

るため、施設能力を超えた水災害への対応が急務となる。

このため、流域全体で総合的かつ多層的な水災害対策

｢流域治水｣の考え方に基づく取組を実施していくことが

重要である。この取組の実効性を高め、強力に推進する

ための法的枠組みである「特定都市河川浸水被害対策法

等の一部を改正する法律」で指定要件が追加され、千歳

川流域の河川特性が該当となり、令和5年3月に石狩川

(下流)水系流域治水協議会において千歳川を特定都市河

川指定に向け検討を開始することを報告し、令和5年8月
31日に北海道で初の「特定都市河川」及び「特定都市河

川流域」として指定された（図-2）。 
 
 

図-2  指定河川・指定流域図 
 
(2)   流域水害対策協議会の設置 
 洪水被害が頻発する千歳川流域では、国、北海道、流

域市町ともに当面の洪水対策が必要であるという共通認

識にたち、平成6年11月に「千歳川流域洪水対策協議会

（平成14年に「千歳川流域治水対策協議会へ発展的改

組」）」が組織され、流域関係機関の合意のもとに総合

的な治水対策を盛り込んだ「千歳川流域洪水対策整備計

画」を策定し、流域における治水対策をいち早く実施し

てきた。千歳川の特定都市河川指定を受け、この協議会

の活動を引継ぎ、特定都市河川浸水被害対策法第6条に

基づく「千歳川流域水害対策協議会」を組織し、令和5
年10月に第1回協議会を開催した。協議会では、流域治

水を推進するため、北海道開発局、北海道、流域市町、

地元期成会に加え、新たに林野庁北海道森林管理局、財

務省北海道財務局、環境省北海道地方環境事務所、気象

庁札幌管区気象台を構成員とした。また、協議会の運営

を円滑に進めるため幹事会を置くこととした。 
 
(3)   流域水害対策計画の策定 
千歳川流域水害対策計画策定に向け、流域水害対策協

議会幹事会において、流域水害対策計画の素案を作成・

公表し、学識経験者への意見聴取、住民説明会、パブリ

ックコメントの募集、関係部局との協議等を経て、令和

6年6月に第2回協議会において「千歳川流域水害対策計

画（案）」を確認し、令和6年7月に千歳川流域水害対策

計画が策定された。 
以下のa)～h)で流域水害対策計画の概要を示す。 

a)  浸水被害対策の基本的な考え方 

・千歳川流域では、気候変動の影響により当面の目標と

している治水安全度が目減りすることを踏まえ、流域治
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水の取組を加速化・深化させるために必要な取組を反映

した「流域治水プロジェクト2.0」を推進する必要があ

る。よってあらゆる規模の降雨が発生することを念頭に、

河川整備の基本となる洪水氾濫を防ぐことに加え、氾濫

の被害をできるだけ減らすよう流域対策の実効性を向上

させるなど、流域水害対策計画に基づき、流域のあらゆ

る関係者が協働し、流域一体で総合的かつ多層的な浸水

被害対策を講じることを基本とした。計画期間は、河川

整備計画、下水道計画、まちづくり計画の計画期間を踏

まえ、計画対象降雨に対し、浸水の解消又は軽減する効

果を発現させるために必要な期間として概ね30年間とす

る。計画の目標については、国管理区間、北海道管理区

間、流域市町における各計画を総合的に勘案し、昭和56
年8月上旬降雨を都市浸水の発生を防ぐべき目標となる

降雨（計画対象降雨）として定め、外水氾濫のみならず

内水氾濫に対しても床上浸水の解消等を図ることとした

（図-3）。  
 

 
 

図-3  計画対象降雨における流域水害対策分担 

 
b)  特定都市河川及び特定都市下水道等の整備 

・流域治水整備事業（国直轄事業）や特定都市河川浸 
水被害対策推進事業（個別補助事業）を活用し、河川 
整備の加速化を図る。 
・河川整備の進捗に応じた出水時における排水ポンプ 
場の運転調整（排水規制）の緩和等に向けた調査・検 
討を進め、内水被害軽減を図る。 
・床上浸水被害を解消するため排水機場の機能増強に

向けた調査・検討を進め必要な対策を実施する。特に、

床上浸水被害想定が顕著となる馬追運河排水機場につ

いては機能増強に向けて検討を実施する。 
・農作物を湿害から守り、農業生産性の向上、農業生

産の多様化及び農業構造の改善を図ること等を目的と

して農業用の排水施設に係る事業を実施する。 
・流域の各地で頻発する内水氾濫に対して、排水ポン

プ車等による円滑かつ迅速に内水排除を行うため必要

な進入路、作業ヤード等を確保するとともに排水釜場

整備を実施する。 
・特定都市下水道は、現在の下水道計画を変更すること 
なく、着実な整備の実施を推進する計画とする。 
 
c)  雨水貯留浸透施設の整備 

・流域内の雨水が河川へ急激に流入することを抑制する 
ため、公共施設（学校・公園等）・公用地等への雨水貯

留浸透施設の整備を検討する。 
・流域のあらゆる関係者の協力による付加的な雨水の貯 
留や浸透に係る取組の一層の促進を図り、地方公共団体

や民間事業者等による雨水貯留浸透施設の整備及び水田

の活用（「田んぼダム」）やため池の治水利用等を進め

る。 
・千歳川流域における未利用国有地等を活用した雨水貯 
留浸透施設の整備を必要に応じて検討・実施する。 
 
d)  貯留機能保全区域の指定 

・特定都市河川流域における浸水の拡大を抑制する観点 
から、洪水や雨水を一時的に貯留する機能を有する土地

について、「貯留機能保全区域」 の指定に向けた検討

を進める 。 
 
e)  雨水浸透阻害行為の許可等 

・開発等による1,000m2以上の雨水浸透阻害行為に対し

ては、流出雨水量の増加を抑制するための対策工事を義

務化し、事前許可制とすることで着実に対策を実施する

とともに、その機能の中長期的な維持に努める。 
・雨水浸透阻害行為に係る対策工事を行う場合は、北海 
道知事が公示した基準降雨が生じたときの雨水浸透阻害

行為の前後における流出雨水量の増加分を抑制するとと

もに、「千歳川流域における大規模宅地開発等に伴う調

整池技術基準」も満たす流出抑制対策を実施する。 
 
f)  浸水被害対策実施後の想定される効果 

・昭和56年8月上旬実績規模降雨に対し、河川整備実施 
による外水位低下、排水機場増強、貯留浸透施設整備、 
農業排水整備等により、床上浸水を約8,700戸から0戸に 
解消する（浸水面積は187.8km2から17.5km2に減少） 。 
 
g)  浸水被害の拡大を防止するための措置 

・流域住民が洪水時に適切に対応するためには、住民や

企業などが自らの水災害リスクを認識し、自分事として

捉え、主体的に行動することに加え、さらに視野を広げ

て、流域全体の被害や水災害対策の全体像を認識し、自

らの行動を深化させることで、流域治水の取り組みを推

進することが重要である。 
・洪水ハザードマップ等の適切な防災情報の提供を図る

とともに、水防訓練等の公開や防災学校での体験授業や

高校での総合学習時間等を活用した、防災教育の機会創

出等を行い、流域住民の水防意識の高揚に努める。 

排水機場等の整備（増強）

貯留機能保全区域の指定等

氾濫量
1590万m3

床上浸水
氾濫量
670万m3

床下・農地浸水
氾濫量
920万m3

流域貯留(実施済水田貯留)

ソフト対策

既存防災調整地等

排水機場等の整備
（運用見直し）

※河道対策終了後に実施可能

河道対策
（河道掘削、
堤防整備、

石狩川洪水調節
施設整備等）

27,250万m3

氾濫量
28,840万m3

（拡大）

流域貯留
・水田の活用
・ため池の利用
・雨水貯留浸透施設
（国有地、公園、校庭活用等）
・下水道整備
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h)  その他浸水被害の防止を図るために必要な措置 

・計画対象降雨以外の気候変動等を踏まえたあらゆる規

模の降雨が発生することも想定し、水位が上昇しやすい

区間や氾濫した場合に特に被害が大きい区間等における

被害を抑制する対策等を検討する。 
・河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体は、事業

の進捗状況及び流域の変化について、多面的な視点から

定期的にモニタリングを実施し、千歳川流域水害対策協

議会に報告するとともに、浸水被害対策による効果等を

適切に評価する。 
 

5.  今後の流域治水の展開 

(1)   貯留機能保全区域の指定 
 貯留機能保全区域の指定にあたっては、都市浸水想定

の区域や、ハード整備後においても内水等による浸水が

想定される「遊水地域」及び「低地浸水地域」のうち盛

土等を行うと家屋被害等の増大が想定される農地や未利

用地について、水田等の土地利用形態や住家の立地等の

周辺の土地利用の状況等を考慮した上で、当該土地の所

有者の同意を得て指定するものとし、流域内の全市町に

おいて区域指定の検討を行う（図-4）。 
指定に向けた合意形成にあたっては、流域における浸

水の拡大を抑制する観点から、指定により土地の保全を

図ることが重要であること、河川と隣接する区域や水域

として連続する区域等は生物の生息・生育・繁殖環境に

とっても重要であること、土地の貯留機能を保全するこ

とから区域内の水害リスクやごみ等の流入が残ることな

どについて説明し、土地の所有者や利害関係者等の理解

の促進に努める。 
また、貯留機能保全区域における堆積ゴミ等の対策に

ついては、地域との連携を検討する。 
 
(2)   雨水貯留浸透施設整備計画の認定 
 雨水貯留浸透施設の設置及び管理をしようとする民間

事業者等（地方公共団体以外の者）は、施設の設置管理

に関する雨水貯留浸透施設整備計画を作成し、北海道知

事の認定を申請することができる。計画の認定を受けた

施設は、国及び地方公共団体による設置費用の補助、固

定資産税の減税及び管理協定制度による地方公共団体に

よる管理協定制度の対象となるものである。 
認定基準は、施設の規模、構造及び設備、資金計画、

管理方法等が定められており、認定権者である北海道知

事は、流域市町と連携し本制度の趣旨等の周知に努める

とともに、民間事業者等からの事前相談の窓口となって

対応する。 
流域水害対策計画策定後は、対策の具体化、着実な対

策の実施を推進する必要がある。 
 対策の具体化については、4.(3)で示した対策に対し、

実施主体と協議を重ね、実施箇所、数量の目標値を設定

する。また、着実な対策の実施のためには、定めた目標

値に対し、定期的な進捗管理を行うことが重要である。 
そのため、千歳川流域水害対策協議会を定期的に開催

し、継続的に実施状況のモニタリングを行う。

 
図-4  貯留機能保全区域の指定検討範囲 

 

6.  まとめ 

 本論では、千歳川流域水害対策計画策定までの経過と

今後の展開について報告したが、流域治水を推進するた

めの法定計画が策定されたことにより、千歳川流域の減

災に対する取組による早期の安全性向上が期待される。

今後、この取組を発展させるためには流域関係者の主体

的な参画が必要であり、自らの水災害リスクを認識し、

自分事としてとらえてもらうことが重要である。 
流域水害対策計画は、地域の開発を抑制するのではな

く、「浸水リスクを低減させながら開発を推進する」と

いう視点で、地域の住民、民間事業者、学識経験者等の

意見を聞き、計画の効果的な実施・運用に向けた改善を

図ることが必要であり、この取組が千歳川流域の発展及

び流域住人の安心・安全に寄与していくものになるよう

に長期にわたって取組が継続されるよう官民一体となっ

て進めていくことが重要である。 


